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平成１６年１０月期 個別財務諸表の概要 
                           平成１６年１２月１３日 
 
会 社 名 ナ ト コ 株 式 会 社  上場取引所 ＪＱ 
コ ー ド 番 号 ４ ６ ２ ７ 本社所在都道府県  愛 知 県 
（ＵＲＬ ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎａｔｏｃｏ．ｃｏ．ｊｐ）  

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長  
 氏 名 粕 谷 忠 晴  
問 い 合 わ せ 先 責任者役職名 専 務 取 締 役  
 氏 名 粕 谷 健 次 ＴＥＬ (０５６１)３２－２２８５ 
決算取締役会開催日 平成１６年１２月１３日 中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成１７年 １月２８日 単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
 
１．１６年１０月期の業績(平成１５年１１月１日～平成１６年１０月３１日) 
(1) 経 営 成 績 （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１６年１０月期 
１５年１０月期 

百万円 
１０，６８２ 
１０，０２０ 

％ 
(  6.6) 
(  1.8) 

百万円 
８４１ 
５０５ 

％ 
(  66.5) 
(  67.6) 

百万円 
８６５ 
５３２ 

％ 
(  62.7) 
(  55.6) 

 
 

当 期 純 利 益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年１０月期 
１５年１０月期 

百万円 
４７０ 
３１８ 

％ 
(  47.8) 
(  84.0) 

円 
６１ 
４１ 

銭 
５５ 
３５ 

円 
－ 
－ 

銭 
－ 
－ 

％ 
４．７ 
３．３ 

％ 
６．３ 
４．１ 

％ 
８．１ 
５．３ 

(注)①期中平均株式数   １６年１０月期  ７，３２４，２００株      １５年１０月期  ７，３２４，２００株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 配 当 状 況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（ 年 間 ）  配 当 性 向  株 主 資 本 

配 当 率 

 
１６年１０月期 
１５年１０月期 

円 
１４ 
１２ 

銭 
００ 
００ 

円 
００ 
００ 

銭 
００ 
００ 

円 
１４ 
１２ 

銭 
００ 
００ 

百万円 
１０２ 
８７ 

％ 
２２．７ 
２９．０ 

％ 
１．０ 
０．９ 

 
(3) 財 政 状 態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１６年１０月期 
１５年１０月期 

百万円 
１４，０９８ 
１３，５９２ 

百万円 
１０，２６３ 
９，７６４ 

％ 
７２．８ 
７１．８ 

円 
１，３９８ 
１，３３１ 

銭 
７１ 
１３ 

(注) １．期末発行済株式数  １６年１０月期 ７，３２４，２００株      １５年１０月期 ７，３２４，２００株 
   ２．期末自己株式数  １６年１０月期       ６００株      １５年１０月期       ６００株 
 
２．１７年１０月期の業績予想(平成１６年１１月１日～平成１７年１０月３１日) 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益  当期純利益 

中 間 期 末  

 
中  間  期 
通      期 

百万円 
５，５００ 
１１，４００ 

百万円 
４７０ 

１，０７０ 

百万円 
２８０ 
６４０ 

円 
００ 
－ 

銭 
００ 
－ 

円 
－ 
１４ 

銭 
－ 
００ 

円 
－ 
１４ 

銭 
－ 
００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ８４円２０銭 
 
※上記の予想は本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は経済情勢等様々な不
確定要因により異なる場合があります。 
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【財務諸表等】 
 

①【貸借対照表】 

  前事業年度 
（平成15年10月31日） 

当事業年度 
（平成16年10月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,025,102   4,080,352  

２．受取手形 ※1･2  1,378,112   1,367,414  

３．売掛金 ※２  1,801,306   2,183,880  

４．製品   659,534   665,608  

５．半製品   49,412   56,065  

６．原材料   254,792   268,517  

７．仕掛品   57,309   51,009  

８．貯蔵品   5,117   6,091  

９．繰延税金資産   94,532   107,824  

10．その他   26,024   26,529  

 貸倒引当金   △3,692   △3,573  

流動資産合計   8,347,553 61.4  8,809,722 62.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  3,203,536   3,207,779   

減価償却累計額  1,824,697 1,378,838  1,938,903 1,268,876  

(2）構築物  499,203   503,393   

減価償却累計額  360,480 138,723  379,192 124,201  

(3）機械及び装置  6,428,624   6,685,003   

減価償却累計額  5,229,438 1,199,185  5,487,029 1,197,973  

(4）車両運搬具  230,879   241,880   

減価償却累計額  181,988 48,890  196,666 45,214  

(5）工具器具及び備品  784,994   803,007   

減価償却累計額  592,816 192,178  630,673 172,334  

(6）土地   1,504,242   1,538,822  

有形固定資産合計   4,462,058 32.8  4,347,421 30.8 

２．無形固定資産        

(1）借地権   7,222   7,222  

(2）特許実施権   95,000   80,000  

(3）ソフトウェア   232,301   187,151  

(4）その他   8,121   7,820  

無形固定資産合計   342,644 2.5  282,193 2.0 



－  － 
 
 

27

 

 

 

  前事業年度 
（平成15年10月31日） 

当事業年度 
（平成16年10月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   154,313   225,249  

(2)関係会社株式   92,880   －  

(3)出資金   2   －  

(4)関係会社出資金   －   297,948  

(5)長期貸付金   48   9  

(6)破産更生債権等   276   427  

(7)長期前払費用   2,010   1,560  

(8)繰延税金資産   42,981   56,477  

(9)その他   147,784   77,618  

 貸倒引当金   △276   △427  

投資その他の資産合計   440,020 3.3  658,863 4.7 

固定資産合計   5,244,724 38.6  5,288,478 37.5 

資産合計   13,592,277 100.0  14,098,200 100.0 

        
（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   143,326   182,301  

２．買掛金   2,188,020   2,097,539  

３．未払金   490,164   474,013  

４．未払費用   81,528   82,299  

５．未払法人税等   230,697   221,338  

６．預り金   153,634   171,816  

７．賞与引当金   179,474   194,551  

８．設備支払手形   6,012   －  

９．その他   226   1,370  

流動負債合計   3,473,085 25.6  3,425,230 24.3 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   145,348   184,590  

２．役員退職慰労引当金   129,691   142,191  

３．長期預り保証金   79,455   82,389  

固定負債合計   354,494 2.6  409,171 2.9 

負債合計   3,827,580 28.2  3,834,401 27.2 
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  前事業年度 
（平成15年10月31日） 

当事業年度 
（平成16年10月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  1,626,340 12.0  1,626,340 11.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  2,288,760   2,288,760   

資本剰余金合計   2,288,760 16.8  2,288,760 16.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  158,100   168,600   

２．任意積立金        

(1）配当積立金  70,000   70,000   

(2）買換資産圧縮積立金  60,692   62,034   

(3）別途積立金  5,175,000   5,518,000   

３．当期未処分利益  338,365   471,800   

利益剰余金合計   5,802,157 42.7  6,290,434 44.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５  49,839 0.3  60,664 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※４  △2,400 △0.0  △2,400 △0.0 

資本合計   9,764,697 71.8  10,263,799 72.8 

負債資本合計   13,592,277 100.0  14,098,200 100.0 
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

百分比
（％） 金額（千円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１  10,020,477 100.0  10,682,668 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  601,501   659,534   

２．当期製品仕入高  973,126   964,230   

３．当期製品製造原価 ※２ 7,035,877   7,214,771   

４．合併による製品受入高  －   686   

合計  8,610,505   8,839,222   

５．製品期末たな卸高  659,534 7,950,971 79.3 665,608 8,173,613 76.5 

売上総利益   2,069,506 20.7  2,509,054 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２       

１．荷造運賃及び販売諸掛  277,676   293,704   

２．役員報酬  85,395   90,150   

３．給料手当  474,461   510,961   

４．賞与引当金繰入額  68,728   81,605   

５．退職給付費用  28,867   28,233   

６．役員退職慰労引当金繰入額  11,909   11,609   

７．福利厚生費  84,411   90,306   

８．通信交通費  120,935   132,743   

９．減価償却費  90,238   117,052   

10．賃借料  34,362   35,662   

11．貸倒引当金繰入額  658   －   

12．その他  286,309 1,563,953 15.7 275,462 1,667,491 15.6 

営業利益   505,552 5.0  841,563 7.9 

Ⅳ 営業外収益 ※３       

１．受取利息  1,000   80   

２．受取配当金  1,360   2,693   

３．受取地代家賃  16,151   12,151   

４．経営指導料収入  39,999   26,666   

５．為替差益  －   502   

６．受取保険金  －   6,813   

７．雑収入  21,679 80,192 0.8 18,343 67,251 0.6 
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前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用 ※４       

１．支払利息  42   42   

２．売上割引  44,965   42,826   

３．為替差損  8,532   －   

４．雑損失  36 53,576 0.5 222 43,091 0.4 

経常利益   532,168 5.3  865,723 8.1 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  －   1,120   

２．固定資産売却益 ※５ 26,556 26,556 0.3 － 1,120 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産処分損 ※６ 6,954   8,613   

２．投資有価証券売却損  0   －   

３．投資有価証券評価損  7,940   －   

４．退職給付費用  － 14,895 0.2 35,295 43,909 0.4 

税引前当期純利益   543,829 5.4  822,935 7.7 

法人税、住民税及び事業税  286,574   364,812   

法人税等調整額  △60,824 225,750 2.2 △12,051 352,760 3.3 

当期純利益   318,079 3.2  470,174 4.4 

前期繰越利益   20,286   23,933  

合併による未処分利益受入
額   －   22,313  

合併による抱合株式消却損   －   44,621  

当期未処分利益   338,365   471,800  
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製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  4,653,102 66.1 4,854,591 67.3 

Ⅱ 労務費 ※２ 1,094,472 15.5 1,048,058 14.5 

Ⅲ 経費 ※３ 1,293,174 18.4 1,312,474 18.2 

当期総製造費用  7,040,750 100.0 7,215,124 100.0 

期首半製品たな卸高  53,950  49,412  

期首仕掛品たな卸高  47,899  57,309  

合計  7,142,600  7,321,846  

期末半製品たな卸高  49,412  56,065  

期末仕掛品たな卸高  57,309  51,009  

当期製品製造原価  7,035,877  7,214,771  

 （注）１．当社が採用している原価計算の方法は、実際総合原価計算であります。 

２．労務費のうちに含まれている賞与引当金繰入額及び退職給付費用は次のとおりであります。 
  前事業年度  当事業年度  

 賞与引当金繰入額 110,746千円  112,945千円 

 退職給付費用 55,282千円  45,756千円 

３．経費のうち主なものは次のとおりであります。 
  前事業年度  当事業年度  

 外注加工費 115,814千円  134,792千円 

 減価償却費 548,624  482,564  

 消耗品費 126,210  148,757  

 動力費 92,679  93,926  

 作業運搬費 70,781  80,973  
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③【利益処分案】 

  前事業年度 
（平成15年10月期） 

当事業年度 
（平成16年10月期） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   338,365  471,800 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  87,890  102,538  

２．役員賞与金  15,200  19,400  

（うち監査役賞与金）  （2,800）  （2,700）  

３．任意積立金      

買換資産圧縮積立金  1,341  －  

別途積立金  210,000 314,432 320,000 441,938 

Ⅲ 次期繰越利益   23,933  29,861 

      
（注）前事業年度の買換資産圧縮積立金の積立は、平成 15 年度改正税法公布に伴う実効税率の変更によるものであります。 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

(1）満期保有目的の債券 (1）満期保有目的の債券 
 償却原価法（定額法） 同左 
(2）子会社株式 (2）子会社株式・出資金 

１．有価証券の評価基準及び評価方
法 

 移動平均法による原価法 同左 
 (3）その他有価証券 (3）その他有価証券 
 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

時価のあるもの 
同左 

 時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

製品・半製品・原材料・仕掛品 
 主として移動平均法による原価法 

製品・半製品・原材料・仕掛品 
同左 

 貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 
同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方法 
 定率法、ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（付属設備を除く）
については、定額法を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 
 建物     ３～50年 
 機械及び装置 ３～９年 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 
  定額法、なお、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用し
ております。 

同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 
  定額法を採用しております。 同左 
４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 
  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
 数理計算上の差異については、各期
の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定率法により按分した額をそれぞれ
発生の翌期から費用処理しておりま
す。 

 従業員の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
 過去勤務債務は、その発生時に一括
費用処理しております。 
 数理計算上の差異については、各期
の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定率法により按分した額をそれぞれ
発生の翌期から費用処理しておりま
す。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ６．その他財務諸表作成のための重
要な事項  税抜方式によっております。 同左 

 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準 
 当事業年度より「自己株式及び法定
準備金の取崩等に関する会計基準」
（企業会計基準第１号）を適用してお
ります。これによる当事業年度の損益
に与える影響はありません。 
 なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照表の
資本の部については、改正後の財務諸
表等規則により作成しております。 

―――――― 

 (3）１株当たり情報 
 当事業年度より「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」（企業会計基
準第２号）及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第４号）を適用し
ております。なお、これによる影響に
ついては、「１株当たり情報に関する
注記」に記載しております。 

―――――― 

 
 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

――――――  前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており
ました「受取保険金」は、営業外収益の総額の 100 分の 10
を超えたため区分掲記しました。 
 なお、前期における「受取保険金」の金額は 29 千円であ
ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 
前事業年度 

（平成15年10月31日） 
当事業年度 

（平成16年10月31日） 

※１．       ―――――― ※１．期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を
もって決済処理をしております。なお、当期末日が金融
機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残
高に含まれております。 

  
受取手形 167,222千円

 
※２．関係会社に係るものの注記 ※２．関係会社に係るものの注記 

別掲したもの以外の科目に含まれている関係会社に
係るものは以下のとおりであります。 

別掲したもの以外の科目に含まれている関係会社に
係るものは以下のとおりであります。 

  
受取手形 378,015千円
売掛金 650,738千円

  

  
受取手形 27,023千円

  

  
※３．授権株式数 普通株式 26,299,000株

発行済株式総数 普通株式 7,324,800株
  

  
※３．授権株式数 普通株式 26,299,000株

発行済株式総数 普通株式 7,324,800株
  

※４．自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式600株であ
ります。 

※４．自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式600株であ
ります。 

※５．配当制限 
商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産額は49,839千円
であります。 

※５．配当制限 
商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産額は60,664千円
であります。 

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

※１．売上高には、関係会社との取引に係るものが2,462,023
千円含まれております。 

※１．売上高には、関係会社との取引に係るものが1,639,317
千円含まれております。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
681,293千円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
682,375千円 

※３．営業外収益には、関係会社との取引に係るものが以下
のとおり含まれております。 

※３．営業外収益には、関係会社との取引に係るものが以下
のとおり含まれております。 

  
経営指導料収入 39,999千円
受取地代家賃 15,047千円
その他 4,814千円

  

  
経営指導料収入 26,666千円
受取地代家賃 11,047千円
その他 3,706千円

  
※４．営業外費用には、関係会社との取引に係るものが以下

のとおり含まれております。 
※４．営業外費用には、関係会社との取引に係るものが以下

のとおり含まれております。 
  

売上割引 16,763千円
  

  
売上割引 11,632千円

  
※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※５．         ―――――― 
  

建物 376千円
車両運搬具 350千円
土地 25,829千円

  

  
 
 
 

  
※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 
  

機械及び装置 6,458千円
車両運搬具 174千円
その他 321千円

  

  
建物 1,648千円
構築物 93千円
機械及び装置 2,316千円
車両運搬具 2,135千円
その他 2,419千円
 

  
 



－  － 
 
 

36

 
 

（リース取引関係） 
前事業年度（自平成 14 年 11 月１日 至平成 15 年 10 月 31 日）及び当事業年度（自平成 15 年 11 月１日 至平成 16
年 10 月 31 日）における該当事項はありません。 

 
 
（有価証券関係） 
 前事業年度（自平成 14 年 11 月１日 至平成 15 年 10 月 31 日）及び当事業年度（自平成 15 年 11 月１日 至平成 16
年 10 月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳 

（単位：千円）
流動の部 
繰延税金資産 
賞与引当金損金算入限度超過額 61,987
未払事業税否認 21,997
未払費用否認 8,179
その他 2,367
繰延税金資産合計 94,532
 
固定の部 
繰延税金資産 
貸倒引当金否認 55
退職給付引当金否認 57,994
役員退職慰労引当金否認 51,746
ゴルフ会員権評価損否認 4,289
投資有価証券評価損否認 3,168
繰延税金資産合計 117,253
 
繰延税金負債 
買換資産圧縮積立金 41,183
その他有価証券評価差額 33,087
繰延税金負債合計 74,271
繰延税金資産の純額 42,981

  

（単位：千円）
流動の部 
繰延税金資産 
賞与引当金損金算入限度超過額 77,626
未払事業税否認 18,762
未払費用否認 8,640
その他 2,795
繰延税金資産合計 107,824
 
固定の部 
繰延税金資産 
退職給付引当金否認 73,651
役員退職慰労引当金否認 56,734
ゴルフ会員権評価損否認 4,289
投資有価証券評価損否認 3,168
その他 92
繰延税金資産合計 137,935
 
繰延税金負債 
買換資産圧縮積立金 41,183
その他有価証券評価差額 40,274
繰延税金負債合計 81,458
繰延税金資産の純額 56,477

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、注
記を省略しております。 

 

 
同左 

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）
が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当期の繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年11月
１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定
実効税率は、前事業年度の41.2％から39.9％に変更されま
した。これにより繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控
除した金額）が2,478千円減少し、当事業年度に費用計上
された法人税等調整額の金額が同額増加しております。ま
た、その他有価証券評価差額金に係る繰延税金負債の金額
は1,078千円減少し、その他有価証券評価差額金の金額は
同額増加しております。 

―――――― 
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

１株当たり純資産額 1,331円13銭 1,398円71銭 

１株当たり当期純利益 41円35銭 61円55銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式がない
ため記載しておりません。 
 

  当事業年度より「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」（企業会計基準第
２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）を適用しておりま
す。 
 なお、同会計基準及び適用指針を前事
業年度に適用して算出した場合の１株
当たり情報については以下のとおりで
あります。 

 

  
1株当たり純資産額 1,298円61銭   
1株当たり当期純利益 21円77銭   

 

  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当期純利益（千円） 318,079 470,174 

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,200 19,400 

（うち利益処分による役員賞与金） (15,200) (19,400) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 302,879 450,774 

期中平均株式数（株） 7,324,200 7,324,200 
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【役員の異動】 
 

 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 
 
２．その他の役員の異動（平成 17 年 1月 28 日付予定） 
 (１)新任取締役候補 

取 締 役   川 上  進   （現 研究所部長） 

取 締 役   山 門 祥 彦  （現 ＬＳチーム部長） 

 
 (２)退任予定取締役 

取 締 役    原  威 雄 
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